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【整理番号１】一般県道 堂園小森線 社会資本整備総合交付金事業  

（事業概要） 

堂園小森線は、上益城郡益城町小谷の主要地方道熊本高森線との交差点を起点とし、

阿蘇郡西原村小森の熊本高森線との交差点を終点とする延長７．３ｋｍの一般県道であ

り、本事業区間は、南阿蘇方面と空港や熊本都市圏を結ぶ重要な幹線道路である。 

しかし、通勤や阿蘇への観光交通等により交通渋滞が発生している。また、幅員が狭

く歩道も狭小のため、歩行者等の安全性を向上させる必要がある。 

 このため、本事業は、現道拡幅や歩道整備を行うことで、交通渋滞の解消及び空港ア

クセスの定時性確保、歩行者等の安全性確保を目的としている。 

 本事業は、今回１回目の再評価であり、当初、令和６年度（２０２４年度）に完了す

る予定であったが、用地取得などに時間を要したため、事業期間を４年間延伸している。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で７２％（事業費ベース）であ

り、令和１０年度（２０２８年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

本事業は、南阿蘇方面から空港、熊本市を結ぶ幹線道路であり、交通渋滞の解消、空

港アクセスの定時性確保及び歩行者等の安全性確保を目的としており、空港周辺の活性

化にも繋がる重要な事業である。 

通勤や阿蘇への観光交通等による渋滞が発生している状況や、沿線に大学、住宅があ

ることから、歩行者の安全面からも道路拡幅の必要性は高い。また、本路線の周辺では、

第二鳥子工業団地の整備が進められており、さらには、ＴＳＭＣ※の波及効果などによ

り、新たな交通需要も見込まれるため、早急な整備が必要である。 

用地取得に時間を要したことによる事業期間の延伸はやむを得ない。 

以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

なお、未施工区間が整備されることで、供用済み区間と併せた事業効果が期待できる

ことから、事業の早期完了を図ること。 

 

 
※ ＴＳＭＣ：Taiwan Semiconductor Manufacturing Company（台湾セミコンダクターマニュファク

チャリングカンパニー）の略称。 
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【整理番号５】国道４４３号 防災・安全交付金事業（交通安全）  

（事業概要） 

国道４４３号は、福岡県大川市を起点とし、八代郡氷川町に至る一般国道であり、熊

本都市圏の東側を縦断し、県北地域と県南地域を結ぶ、広域的なネットワークを形成し

ている。また、第１次緊急輸送道路にも指定しており、経済活動や観光振興、地域住民

の生活を支える重要な路線である。 

当該箇所は、甲佐小・中学校の通学路となっており、甲佐町通学路交通安全プログラ

ムにおいて、道路管理者、警察、学校関係者が通学路の合同点検を実施した際に、歩道

整備が必要とされている。 

 このため、本事業は、通学路における歩行者等の安全性の向上を主たる目的とし、併

せて自動車交通の円滑化も目的としている。 

 本事業は、今回２回目の再評価であり、用地の取得などに時間を要し、事業期間を６

年間延伸したが、関係者の事業に対する理解は得られている。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で２８％（事業費ベース）であ

り、令和１１年度（２０２９年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、周辺にある甲佐小学校、甲佐中学校、甲佐高校の児童・生徒をはじめとす

る歩行者等の安全と車両の円滑な走行環境を確保するために、また、第１次緊急輸送道

路として経済活動や観光振興、そして、地域住民の生活を支えるために重要な事業であ

る。 

 歩道を整備することで通学路としての安全性が向上するため、必要性は高い。用地取

得などに期間を要したが、関係者の事業に対する理解は得られているため、事業期間の

延伸はやむを得ない。 

 以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

なお、事業区間は１日当たり１万台以上の交通量があるうえ、歩行者や自転車での利

用も多いことから、暫定措置を施している路側帯のカラー舗装を適宜修繕することや、

自転車の通行箇所を明示するなどの交通安全対策について、警察等と相談しつつ、歩行

者等の安全が確保できるよう配慮し、事業の早期完了を図ること。 
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【整理番号７】白川水系 防災・安全交付金事業  

（事業概要） 

 白川水系白川・黒川は、本県の北部に位置し、阿蘇カルデラ内を流れる白川と黒川が、

南阿蘇村立野において合流した後、大津町、菊陽町、熊本市街地を流下して有明海に注

ぐ一級河川である。本河川では、昭和２８年、昭和５５年、平成２年、平成２４年の豪

雨時に氾濫が起きており、現在でも浸水被害の危険性が解消されていない。 

 このため本事業は、河道掘削や堤防整備のほか横断工作物の改築、遊水地の整備など

により氾濫を防ぎ、流域住民の生命や様々な財産を浸水被害から守ることを目的として

いる。 

 本事業は、今回１回目の再評価であるが、白川水系河川整備計画に基づき、今後も事

業を進捗させることで、浸水被害の防止・軽減を図る。事業進捗率は令和６年度（２０

２４年度）末で８％（事業費ベース）であり、令和３１年度（２０４９年度）に事業完

了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、白川流域での家屋浸水等の被害を防止・軽減するなど、流域住民の生命及

び財産を守るために重要な事業である。 

白川流域では、これまで度重なる豪雨により大きな被害が発生していることから、地

元から河川改修を強く要望されており、浸水被害の防止・軽減を図るために早急な対策

が必要である。 

以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。

なお、今後も希少種の生息環境保護をはじめ周辺の環境に配慮しつつ、上下流の流下 

能力のバランスを考慮しながら、事業の早期完了を図ること。 
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【整理番号８】川内田 大規模特定砂防等事業  

（事業概要） 

 川内田は、益城町福原に位置する地すべり防止区域であり、４つの地すべりブロック

が分布している。当該地区では、地すべり変状が顕著に見られ、今後地すべりが進行し

被害が発生する恐れがある。 

 被害想定区域内には、人家（３２戸）、一級河川緑川水系赤井川、町道等があり、これ

らを守るため早期の地すべり対策が必要である。 

 このため、本事業は、集水井工・横ボーリング工などの抑制工と鋼管杭工などの抑止

工を実施することで、地すべり被害を防止することを目的としている。 

 本事業は、今回１回目の再評価であり、令和７年度（２０２５年度）に完了する予定

であったが、詳細調査や追加工事が必要になったため、事業期間を４年間延伸している。 

 なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で３５％（事業費ベース）であ

り、令和１１年度（２０２９年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

本事業は、地すべりによる災害から地域住民の生命・財産、町道、一級河川を守るた

めに重要な事業である。 

また、地すべりが進行し、今後被害が発生する恐れがあるため、地元や益城町から地

すべり対策工の早期完成が求められている。このため、早急な整備が必要である。 

追加の対策工が必要となったことによる事業費の増加や事業期間の延伸はやむを得

ない。 

以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

なお、今後、地すべり変状等の観測を継続し、降雨と地下水や地形変状等との相関関

係については専門家の意見を伺いつつ、必要な地すべり対策工を進め、事業の早期完了

を図るとともに、地元と連携した警戒避難対応も進めること。 
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【整理番号９】高根切川 大規模特定砂防等事業  

（事業概要） 

 高根切川は、土砂災害警戒区域に指定されており、流域の荒廃及び渓岸・渓床侵食が

著しく、土石流災害が発生する恐れがある。 

 被害想定区域内には、人家（６７戸）や国道２６５号・３２５号があり、これらを守

るため早期の土石流対策が必要である。 

 このため、本事業は、堆積工の整備を実施することで、土石流による被害を防止する

ことを目的としている。 

 本事業は、今回５回目の再評価であり、令和７年度（２０２５年度）に完了する予定

であったが、環境省協議や用地買収等に期間を要したため、事業期間を３年間延伸して

いる。 

 なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で６３％（事業費ベース）であ

り、令和１０年度（２０２８年度）に事業完了となる見込みである。 

  

 

 

（付帯意見） 

本事業は、土石流による災害から地域住民の生命・財産や道路を守るために重要な事

業である。 

また、本渓流は荒廃及び渓岸・渓床侵食が著しく、土石流災害が発生する恐れがある

ため、地元や高森町から対策工の早期完成が求められている。このため、早急な整備が

必要である。 

環境省協議や用地買収等に期間を要したことによる事業期間の延伸はやむを得ない。 

以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

なお、周辺の自然環境に配慮し、必要な対策工を進め、事業の早期完了を図るととも

に、地元と連携した警戒避難対応も進めること。 
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【整理番号１１】会富 農業競争力強化農地整備事業（経営体育成型）  

（事業概要） 

 会富地区は熊本市の西部（旧飽田町）に位置し、国道５０１号及び二級河川千間江湖

川と二級河川除川に囲まれた平坦な水田地帯である。 

本地区の農地基盤は概ね１０ａ程度の区画が大半を占めており、道路の多くは２～３

ｍと狭幅かつ未舗装で、農産物や生産資材の搬入搬出に支障を来している。また、用排

水路が兼用の土水路のため、法面崩壊等により水路に多大な支障を来しているとともに、

かんがい時期の地下水上昇による影響で農地の汎用化が進んでいない。 

 このため本事業は、農地の基盤整備を行うことによる農業生産性の向上や営農経費の

節減等を図ることを目的としている。 

 本事業は、今回２回目の再評価であり、前回の再評価では「休止」となっている。前

回の再評価以降、受益者全員の同意に向けた説得や地元農家との調整を重ねてきたが、

課題解決の見込みがなく代替立案も不可能である。また、熊本市、関係土地改良区及び

事業申請人は事業中止の意向を示すなど、地元農家の事業推進の意欲も低下している。 

 なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で５％（事業費ベース）であり、

事業再開の見込みは立っていない。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、農地の基盤整備を実施することで、農業生産性の向上や営農経費の節減等

を図るための重要な事業である。 

 大型機械を導入できない状態や土水路の法面崩壊などにより維持管理に多大な支障

を来たしている状況の解消のため、早急な整備が必要である。 

しかし、前回の再評価では休止となっており、それ以降も受益者全員の同意に向けた

説得や地元農家との調整を重ねてきたが、事業未同意者の同意が得られず、代替立案も

不可能な状況である。また、熊本市、関係土地改良区及び事業申請人も事業中止の意向

を示している。 

以上のことから、今回の再評価における対応方針を「中止」とすることは妥当である

が、中止にすることによる損失経費はどのくらいかかっているのか記録を残しておくこ

と。 

なお、事業としては効果が期待できるものであるため、今回の経験が今後の本地区の

農業振興に活かされることを期待したい。 
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【整理番号１２】美里 中山間地域農業農村総合整備事業  

（事業概要） 

美里地区は、下益城郡美里町の旧砥用町に位置し、国道２１８号沿いに点在する用水

路整備６路線、ほ場整備３団地を総合的に実施するものである。 

本地区の農地は、小団地で分散し、区画も傾斜地のため不整形な棚田や迫地となって

おり、土地基盤整備は極めて遅れている。また、用水路の老朽化が進行し、ひび割れや

目地等からの漏水が発生し、法面や斜面の崩壊に繋がる危険性が高く、早急な整備が必

要になっている。 

このため本事業は、中山間地域の生産条件や営農条件等の改善を図り、農地の汎用化

や効率的な営農の創出、生産性の向上等による地域農業の活性化を目的としている。 

 本事業は、今回１回目の再評価であり、当初、令和２年度（２０２０年度）に完了す

る予定であったが、隧道区間の工法の検討や地元住民との調整及び入札の不調不落によ

り時間を要したため、事業期間を７年間延伸している。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で６６％（事業費ベース）であ

り、令和９年度（２０２７年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、用水路整備とほ場整備を総合的に実施することで、中山間地域における農

地の汎用化や効率的な営農の創出、生産性の向上等による地域農業の活性化を図るため

の重要な事業である。 

 ５工区中４工区は整備が完了しており、残り１工区の隧道区間についても老朽化が著

しく、崩壊・埋没等生じた場合、農業用水不足となり農作物へ影響を及ぼす恐れがある

ため、早急な整備が必要である。 

 隧道区間の工法の検討や地元住民との調整及び入札の不調不落のために時間を要し

たことによる事業期間の延伸はやむを得ない。 

 以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

 なお、今後の事業の実施に当たっては、引き続き農家や関係機関と連携を取りながら、

事業の早期完了を図ること。 
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【整理番号１４】第二多良木 水利施設等保全高度化事業  

（事業概要） 

第二多良木地区は、球磨郡多良木町に位置し、山と球磨川に挟まれた平坦な水田地帯

で、昭和５０年代の県営ほ場整備等でほ場が整備された地域である。 

当該事業箇所は、水稲を中心に、大豆、野菜等を組み合わせた土地利用型農業が展開

されているが、整備から時間が経過し、用水路の不同沈下による越水・漏水等により用

水不足が生じ水管理に苦慮すると共に、用排水施設は老朽化の進行で維持管理に多大な

労力を費やしている。  

このため本事業は、用排水路の適正勾配への調整、必要断面への更新などを行うこと

により、既存の水利システムを更新し、水利用・水管理の効率化・省力化や水利施設の

安全性向上を進め、本地域の農業競争力の強化を図ることを目的としている。 

本事業は、今回１回目の再評価であり、当初、令和３年度（２０２１年度）に完了す

る予定であったが、令和２年７月豪雨の影響による入札の不調不落や用地取得に時間を

要したため、事業期間を５年間延伸している。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で８７％（事業費ベース）であ

り、令和８年度（２０２６年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、農業用用排水路の整備により、水利用・水管理の効率化・省力化や水利施

設の安全性向上を進め、農業競争力の強化を図るために重要な事業である。 

 昭和５０年代のほ場整備から時間が経過し、用水路の不同沈下による越水・漏水等に

より用水不足が生じているほか、用排水施設の老朽化により維持管理に多大な労力がか

かっており、早急な整備が必要である。 

 令和２年７月豪雨の影響による入札の不調不落や用地取得に時間を要したことによ

る事業期間の延伸はやむを得ない。 

 以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

 なお、今後の事業の実施に当たっては、引き続き農家や関係機関と連携を取りながら、

事業の早期完了を図ること。 
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【整理番号１７】郡浦３期 農山漁村地域整備交付金（通作条件整備）  

（事業概要） 

郡浦３期地区は、宇城市三角町に位置し、「みかん」と「デコポン」等の果樹の生産が

盛んな優良な農業地帯である。 

地区内の既設農道は、幅員が狭く急勾配であり、更に運搬車両も大型化している。ま

た、農業従事者の高齢化が進行する一方で地域には若い担い手も存在し、作業効率の向

上や運搬作業の安全を確保するうえで農道整備の重要性が高まっており、輸送の効率性

を図るため早期の整備が必要である。 

このため本事業は、農作物の流通営農を主体とする基幹的農道の整備を行い、走行性・

安全性が向上し輸送の円滑化を図り、走行費用の節減及び農業輸送体系の合理化を促進

することを目的としている。 

本事業は、今回１回目の再評価であり、当初、令和３年度（２０２１年度）に完了す

る予定であったが、受益者全員の同意が得られない等を要因として、未登記及び未買収

地が残存しており、事業進捗が停滞している状況である。宇城市及び地元区長との調整

並びに、受益者への交渉を継続しているが、買収の見込みは立っていない。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で２％（事業費ベース）であり、

用地買収等の難航により工事着手の見込みは立っていない。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、基幹的農道の整備を行うことで、農業輸送の効率化や農業生産性の向上を

図るための重要な事業である。 

 既設農道の幅員が狭いことや勾配が急であること、同時に運搬車両の大型化、農業従

事者の高齢化が進行する一方で地域には若い担い手も存在し、作業効率の向上や運搬作

業の安全を確保するため、早急な整備が必要である。 

 しかし、事業開始から１０年が経過しているが、用地買収に伴う受益者全員の同意が

得られない、相続登記完了の目途が立たない、境界立会ができない筆界未定地が存在す

るといった問題があり、これらの問題解決には関係者と調整を行う必要があり、時間を

要する。 

 以上のことから、今回の再評価における対応方針を「休止」とすることは妥当である。 

 なお、今後は事業再開に向けて、引き続き地元自治体との調整及び受益者との交渉を

継続すること。ただし、長期間同意が得られない場合は「中止」を検討すべきであるが、

その場合は、中止にすることによる損失経費はどのくらいかかっているのか記録を残し

ておくこと。 
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【整理番号１８】東門寺２期 農村地域防災減災事業（農地保全事業）  

（事業概要） 

東門寺２期地区は、熊本市西区河内町に位置し、金峰山山麓を中心とする有明海の温

暖な気候条件を活かして、古くからみかん、梨栽培が盛んで、全国でも有数の産地が形

成されている。 

しかし、この一帯は急傾斜地であり、かつ、火山灰起源の土壌であるため、降雨時に

は土壌流亡が著しく、法面崩壊も随所に見られる状況にある。また、樹園地内道路も少

なく、生産物及び生産資材の搬入搬出、果樹への防除等の作業に苦慮し、営農に多大な

労力を必要としている。 

このため本事業は、排水施設を整備することで、農地の保全及び土砂流出を未然に防

止することを目的としている。 

本事業は、今回２回目の再評価であり、令和４年度（２０２２年度）に完了する予定

であったが、新規路線の追加及びルート変更の検討や掘削時に転石が発生し施工性が悪

かったことから工事等に時間を要したため、事業期間を６年間延伸している。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で８９％（事業費ベース）であ

り、令和１０年度（２０２８年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、急傾斜地かつ火山灰起源の土壌の樹園地において、水路及び道路を整備す

ることで、農地の保全及び農業経営の向上と安定化を図るための重要な事業である。 

 降雨時には土壌流亡が著しく、法面崩壊も随所に見られる状況であること、樹園地内

道路が少なく、生産物及び生産資材の搬入搬出等の作業に苦慮する状況であるため、早

急な整備が必要である。 

 新規路線の追加やルート変更の検討等に時間を要したことによる事業期間の延伸は

やむを得ない。 

 以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

 なお、今後の事業の実施に当たっては、引き続き農家や関係機関と連携を取りながら、

事業の早期完了を図ること。 
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【整理番号２１】二本杉葉木線 県営林道事業（地方創生道整備推進交付金）  

（事業概要） 

 二本杉葉木線は、八代市に位置し、市の北東部の森林地帯を東西に横断する林道であ

る。利用区域内には、木材として利用可能な人工林が８９％を占めているため、充実し

た森林資源の循環利用に必要な基幹となる林道の整備が必要となっている。 

 このため、本事業は、基幹となる林道を開設することにより、手入れが十分に行き届

いていなかった森林の整備を促進し、高性能林業機械の導入による林業生産性の向上を

図ることで森林資源の循環利用と、森林の有する公益的機能の向上を目的としている。 

 また、地元からは、災害時の代替路としても期待されている。 

 本事業は、今回１回目の再評価であり、事業着手後の全体計画調査の結果、計画延長

及び事業費が増加するとともに、令和２年７月豪雨災害等の影響により、事業期間を１

０年間延伸している。 

なお、事業進捗率は、令和６年度（２０２４年度）末で１９％（事業費ベース）であ

り、令和１７年度（２０３５年度）に事業完了となる見込みである。 

 

 

 

（付帯意見） 

 本事業は、基幹となる林道の開設が適切な森林整備を促進し、林業生産性の向上や森

林の有する公益的機能の向上を図るための重要な事業である。 

 また、災害時における代替路としての役割も期待されており、早急な整備が必要であ

る。 

 全体計画調査による計画延長及び事業費の増加と令和２年７月豪雨災害等の影響に

よる事業期間の延伸はやむを得ない。 

 以上のことから、今回の再評価における対応方針を「継続」とすることは妥当である。 

 なお、今後の事業実施に当たっては、引き続き自然環境への配慮とコスト縮減に努め

つつ、事業の早期完了を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 


